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Ａ．研究目的 

日本人はヘルスリテラシーが国際的にも

低いという研究がある[1]。ヨーロッパヘ

ルスリテラシー 調査質問紙（European 

Health Literacy Survey Questionnaire, 

HLS-EU-Q47）を用いてヘルスリテラシーを

包括的に測定した研究の結果である。調査

の実施方法や設問の解釈など国際比較は難

しいが、日本人のヘルスリテラシー向上の

余地は大きいと言える。日本人の金融リテ

ラシーも諸外国と比較すると、経済協力開

発機構（OECD）が実施した調査によると対

象 30 か国・地域中 22 位という低い順位で

ある[2]。ヘルスリテラシーも金融リテラ

シーもどちらも不確実性における良き意思

決定に必要な能力である。 

Nakayama らの研究によると、日本では

特にヘルスケア全般と疾病予防やヘルスプ

ロモーションにおけるヘルスリテラシーが

国際的にも低いという結果だった。 

日本では、信頼できる情報ソースを見つけ

るのが難しい。東京都の世論調査(2017)な

どでも、テレビやインターネットを情報源

とする人が多い[3]。テレビは受動的であり、

センセーショナルに制作する傾向にあり、

健康・医療情報の入手方法として適切でな
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い場合も多い。インターネットも日本では、

製薬会社など商業的なものが優先されてい

る場合が多く適切な情報を提供していない

ことが少なくない。 

一方、英国では、NHS Choice のように

政府公認のウェブサイトがサーチエンジン

で常に優先的に表示され、一般国民だけで

なく医療者にとっても信頼できる健康・医

療情報源となっている。 その上、

Gigerenzer らの研究[4]でも明らかなよう

に、健康や医療に関する情報の入手方法と

してヨーロッパでは、GP/家庭医の役割が

大きい。その上、プライマリ・ケアの制度

が整備されており、予防やヘルスプロモー

ションを含めてトレーニングを受けた医療

者へのアクセスがよく（全医師の２〜４割

が GP）、その上、政府が責任を持って情報

を提供している仕組みだ。 

日本でも公的な信頼のおける情報ソース

があれば、国民はヘルスリテラシーを高め

るだけでなく、無駄な医療も削減できるの

ではないか。公的な情報ソースを作るため

の基礎資料を作ることが本研究の目的であ

る。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 国内外の健康・医療情報の発信のあり

方を検討した。 

2. 信頼できる健康・医療情報ソースの需

要の計測方法として、コンジョイント

分析を用いて推定する予定であり、そ

の手法を検討した。 

 

(倫理面への配慮) 

一次データを扱う研究ではなく、特段の配

慮は要しない。 

 

Ｃ. 研究結果 

1.  主に日英の健康・医療情報のあり方を

比較 し た が、 日 本 で は、 厚 労 省の e-

health.net をはじめ、情報提供は百科事典

的であり、病気に関する情報が網羅されて

いる。一方で、英国では NHS Choice をはじ

め、患者本位のわかりやすい情報発信がさ

れている。 

2.  先行研究では、健康・医療情報の提供

に関する分析の手法として、コンジョイン

ト分析が活用されている。例えば、若年層

（18～35 歳）へのメンタルヘルスに関する

情報提供のモデリング戦略[5]や、新生児の

血液スポットスクリーニングプログラムに

おける情報提供のニーズ[6]などの研究で

は、コンジョイント分析の手法が用いられ

た。 

コンジョイント分析では、健康情報戦略を

一連の特徴または属性として定義し、情報

が提供される形式、情報の使用に必要な時

間、またはユーザーへの予想される影響な

ども含む[7][8]。なぜなら、個々の健康情

報の検索戦略は、その人の態度、好み、健

康 目 標 に よ っ て 異 な る か ら で あ る

[9][10][11]。 

コンジョイント分析の活用は、健康・医療

情報戦略の設計と研究に対して様々な利点

がある。まず、研究対象（例えば、若年層

など）の選択に影響を与える経験的法則を

引き出す可能性が高くなる[12]。次に、多

属性の選択は社会的望ましさのバイアスを

減らし[13][14][15]、従来の調査では検出

されなかった回答者の態度を明らかにする

[16][17]。さらに、潜在的なコンポーネン

トの価値を推定し、研究対象（若年層など）

にとって最も重要な特徴を確実に分析に含

めることにより、健康・医療情報戦略の有
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効性を向上させることができる[5]。最後に、

研究対象（若年層など）が健康・医療情報

戦略の設計（実施された調査）に参加する

ことは、アウトカムの改善につながってい

る[18]。より一般的には、ユーザーの好み

と一致する医療サービスは、治療の遵守と

アウトカムを改善すると報告されている

[19][20]。 

 

Ｄ．考察 

  一般国民は健康・医療情報の利用・選択

をするとき、その情報の特性やアクセシビ

リティなどの複数の要素を検討し、いくつ

かの要素を組み合わせて、総合的に利用の

有無を判断すると考えられる。 

本研究では、今後、コンジョイント分析

を用いて、健康・医療情報の利用に関する

総合評価をするとき、それぞれの評価項目

（構成要素）がどの程度目的変数（情報利

用の意思決定）に影響を与えているかを明

らかにする予定である。 

 

Ｅ．結論 

 信頼できる健康・医療情報の発信はそれ

自体が独立しているのではなく、医療制

度、特に日本の医療の弱点であるプライマ

リ・ケアの中にいかに組み込むか、医療の

人材の育成、支払い制度も考慮した制度設

計が必要である。 
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